
貸 借 対 照 表

(平成20年９月30日現在)
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 4,217,578 流 動 負 債 3,675,991

現 金 ・ 預 金 224,501 買 掛 金 31,837

売 掛 金 103,312 短 期 借 入 金 2,400,000

商 品 3,283,313 一年以内返済予定長期借入金 829,345

製 品 125,059 一年以内償還予定社債 98,500

仕 掛 品 616 未 払 金 43,755

貯 蔵 品 28,354 未 払 費 用 61,205

前 払 費 用 70,234 未 払 法 人 税 等 89,019

未 収 入 金 173,112 未 払 事 業 税 等 25,676

繰 延 税 金 資 産 170,221 未 払 事 業 所 税 12,275

そ の 他 の 流 動 資 産 39,924 未 払 消 費 税 20,690

貸 倒 引 当 金 △1,072 未 払 配 当 金 713

固 定 資 産 4,357,371 前 受 金 3,286

有 形 固 定 資 産 3,874,422 預 り 金 19,616

建 物 1,576,960 賞 与 引 当 金 40,069

構 築 物 22,753 固 定 負 債 2,247,852

車 両 運 搬 具 185 社 債 1,230,500

器 具 備 品 99,253 長 期 借 入 金 892,700

土 地 2,175,269 退 職 給 付 引 当 金 124,652

無 形 固 定 資 産 14,197 負 債 合 計 5,923,844

電 話 加 入 権 2,788 純 資 産 の 部

ソ フ ト ウ ェ ア 11,408 株 主 資 本 2,650,709

投資その他の資産 468,751 資 本 金 837,440

投 資 有 価 証 券 42,019 資 本 剰 余 金 1,117,380

出 資 金 1,250 資 本 準 備 金 1,117,380

長 期 貸 付 金 18,881 利 益 剰 余 金 828,601

関係会社長期貸付金 9,989 利 益 準 備 金 3,000

差 入 保 証 金 323,647 その他利益剰余金 825,743

長 期 前 払 費 用 35,412 特 別 償 却 準 備 金 333

繰 延 税 金 資 産 65,564 別 途 積 立 金 418,000

貸 倒 引 当 金 △28,014 繰 越 利 益 剰 余 金 407,268

自 己 株 式 △132,712

評 価 ・ 換 算 差 額 等 396

その他有価証券評価差額金 396

純 資 産 合 計 2,651,106

資 産 合 計 8,574,950 負 債 ・ 純 資 産 合 計

第22期決算公告

平成20年12月19日



損 益 計 算 書

（平成19年10月１日から
平成20年９月30日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 7,081,378

売 上 原 価 3,479,530

売 上 総 利 益 3,601,847

返 品 調 整 引 当 金 戻 入 額 264

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,184,661

営 業 利 益 417,449

営 業 外 収 益 27,484

受 取 利 息 2,964

手 数 料 収 入 5,365

そ の 他 の 営 業 外 収 益 19,153

営 業 外 費 用 240,552

支 払 利 息 107,577

社 債 利 息 25,305

融 資 等 手 数 料 80,680

製 品 評 価 損 17,540

商 品 評 価 損 3,157

そ の 他 の 営 業 外 費 用 6,291

経 常 利 益 204,381

特 別 利 益 140,824

固 定 資 産 売 却 益 140,524

貸 倒 引 当 金 戻 入 300

特 別 損 失 15,549

固 定 資 産 除 却 損 15,549

税 引 前 当 期 純 利 益 329,656

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 185,910

法 人 税 等 調 整 額 △38,105

当 期 純 利 益



株主資本等変動計算書

（平成19年10月１日から
平成20年９月30日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合 計特別償却

準 備 金
別途積立金

繰越利益
剰 余 金

平成19年９月30日 残高 837,440 1,117,380 3,000 387 318,000 335,314 656,702

事業年度中の変動額

特別償却準備金取崩 △54 54 ―

別途積立金の積立 100,000 △100,000 ―

剰 余 金 の 配 当 △9,952 △9,952

当 期 純 利 益 181,851 181,851

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 ― ― ― △54 100,000 71,954 171,899

平成20年９月30日 残高 837,440 1,117,380 3,000 333 418,000 407,268 828,601

株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

平成19年９月30日 残高 △15,527 2,595,995 843 2,596,838

事業年度中の変動額

特別償却準備金取崩 ― ―

別途積立金の積立 ― ―

剰 余 金 の 配 当 △9,952 △9,952

当 期 純 利 益 181,851 181,851

自 己 株 式 の 取 得 △117,185 △117,185 △117,185

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

△446 △446

事業年度中の変動額合計 △117,185 54,714 △446 54,267

平成20年９月30日 残高 △132,712 2,650,709 396



個別注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１．資産の評価基準及び評価方法
　 (1) たな卸資産の評価基準及び評価方法

① 商品 高 額 品…個別法による原価法
その他の商品…売価還元法による低価法

② 製品・仕掛品 個別法による原価法
③ 貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

　 (2) 有価証券の評価基準及び評価方法
① その他有価証券
　ⅰ 時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定)

　ⅱ 時価のないもの 移動平均法による原価法
　 (3) デリバティブの評価基準及び評価方法 時価法
　２．固定資産の減価償却の方法
　 (1) 有形固定資産 定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物
附属設備を除く）については定額法を採用しておりま
す。

　 (2) 無形固定資産 定額法
なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内に
おける見込利用可能期間（５年）による定額法を採用
しております。

　 (3) 長期前払費用 定額法
　３．引当金の計上基準
　 (1) 貸倒引当金 売掛債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

　 (2) 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度
に負担すべき支給見込額を計上しております。

　 (3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務の見込額（自己都合退職要支給額）に
基づき、期末に発生している額を計上しております。

　 (4) 返品調整引当金 製品の返品による損失に備えるため、法人税法の規定
（売掛金基準）に基づく繰入限度相当額を計上してお
ります。



　４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　 (1) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務 決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しております。

　 (2) リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお
ります。

　 (3) ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。
なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満
たしている場合は特例処理を採用しております。

　 (4) 消費税等の会計処理方法 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって
おります。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記

　１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりであります。
　 (担保に供している資産）

建物 591,527千円
土地 1,993,251千円
合計 2,584,778千円

　 (上記に対応する債務）
長期借入金 662,500千円
社債 1,209,000千円

　２．有形固定資産の減価償却累計額 1,339,777千円
　３. 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

Ⅲ．損益計算書に関する注記

　 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

　１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末
株式数（株)

当事業年度増加
株式数（株)

当事業年度減少
株式数（株)

当事業年度末
株式数（株)

発行済株式

　普通株式 4,020 － － 4,020

合計 4,020 － － 4,020

自己株式

　普通株式 39 300 － 339

合計 39 300 － 339

（注）自己株式の増加は、会社法第165条第２項の規定に基づく、自己株式の市場買付による170株
と、自己株式の立会外買付による130株の増加であります。

　２. 剰余金の配当に関する事項
　 (1) 配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の
総額（千円)

１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日

平成19年12月21日
定時株主総会

普通株式 9,952 2,500 平成19年９月30日 平成19年12月25日

　 (2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議
株式の
種類

配当金の
総額
(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額
（円)

基準日 効力発生日

平成20年12月19日
定時株主総会

普通株式 7,362 利益剰余金 2,000
平成20年９月

30日
平成20年12月

22日

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



Ⅴ．税効果会計に関する注記

　１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　 繰延税金資産（流動）
　 未払事業税 10,447千円
　 未払事業所税 4,994
　 未払費用 1,919
　 製品評価損 45,549
　 固定資産除却損 6,936
　 賞与引当金 16,304
　 貸倒引当金繰入超過額 436
　 商品評価損 83,225
　 出資金評価損 406
　 小計 170,221
　 繰延税金負債（流動） －
　 差引 170,221
　 繰延税金資産（固定）
　 退職給付引当金 50,721
　 投資有価証券評価損 1,562
　 貸倒引当金繰入超過額 11,398
　 その他 2,387
　 小計 66,070
　 繰延税金負債（固定）
　 特別償却準備金 △234
　 その他有価証券評価差額金 271
　 差引 65,564
　 繰延税金資産の合計 235,785

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、
当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

　 法定実効税率 40.69％
　 (調整）
　 住民税均等割等 4.51
　 税率変更による影響 0.00
　 その他 △0.36
　 税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.84



Ⅵ．リース取引に関する注記

　１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
　 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相当額
（千円）

減価償却累計額相当額
（千円）

期末残高相当額
（千円）

器具備品 657,338 290,847 366,490

無形固定資産 37,469 23,872 13,596

合計 694,807 314,719 380,087

　 (2) 未経過リース料期末残高相当額
　１年以内 107,616千円
　１年超 278,777千円
　 合計 386,393千円

　 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
　支払リース料 117,910千円
　減価償却費相当額 110,021千円
　支払利息相当額 5,892千円

　 (4) 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　 (5) 利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法に
ついては、利息法によっています。

　２．オペレーティング・リース取引
未経過リース料
　１年以内 346千円
　１年超 －千円
　 合計 346千円

Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記

　 該当事項はありません。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記

　１．１株当たり純資産額 720,213円58銭
　２．１株当たり当期純利益 47,394円27銭

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記

　 該当事項はありません。




